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increase in the amount o f space used for accommodating the damper
device (16).

(57) 要約： 電動機側 に慣性部材 を追加 してその電動機側
の慣性 を増加 させ、且つ、ダンバ装置 を収容す るスぺ一
スの増加 を抑制 させ るダンバ装置 を提供す る。 トル ク

リ リミッタ 4 2 には、 フライホイール 3 2 の外周側 に位置
す るイナ一 シャ リング 6 0 が設 けられ ているので、例 え
ばフライホイール 3 2 をダンバ装置 1 6 の 内側へ配置 さ
せ て、その フライホ イール 3 2 等 が収 容 され て いた ス
ペースにイナ一 シヤ リング 6 0 を配置 させ ることが可能
になる。 このため、電動機 M G 1 側 にイナ一 シヤ リング
6 0 を追加 してその電動機 M G 側の慣性 を増加 させ 、
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明 細 書

発明の名称 ：ダンバ装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、エンジンと電動機 との駆動伝達経路に配置されたダンバ装置に

関 し、特に、そのダンバ装置にスペースの増加をさせないように、電動機側

に慣性部材を設ける技術に関する。

背景技術

[0002] エ ンジンと電動機 とを備え、そのエンジンと電動機 との間の駆動伝達経路

に設けられるハイブリッ ド車両用のダンバ装置がある。例えば、特許文献 1

に示すようなダンバ装置がそれである。

[0003] 上記特許文献 1 のダンバ装置では、前記電動機側に円板状の慣性部材が備

えられ、その慣性部材によって、前記エンジンと前記電動機 との間の トルク

変動の伝達を効果的に抑制することが記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 2 9 2 4 7 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しなが ら、上記のようなダンバ装置は、前記慣性部材を前記電動機側

に追加することによって、その慣性部材の分だけダンバ装置を収容するため

に必要なスペースが大きくなるので、スペース面で不利 となる問題があった

[0006] 本発明は、以上の事情を背景 として為されたものであ り、その目的とする

ところは、電動機側に慣性部材を追加 してその電動機側の慣性を増加させ、

且つ、ダンバ装置を収容するスペ ー スの増加を抑制させるダンバ装置を提供

る と【しめ る。

課題を解決するための手段



[0007] 斯かる目的を達成するために、本発明の要旨とするところは、（a) ェンジ

ンと電動機とを備え、それらエンジンと電動機との駆動伝達経路に配置され

るダンバ装置であって、（b) 前記ダンバ装置は、前記エンジンの軸と連結さ

れた第 1 の慣性部材と、その第 1 の慣性部材に連結された第 1 のプレー 卜と

、前記電動機に連結された第 2 のプレー 卜と、前記第 1 のプレー 卜と相対回

転可能に設けられたその第 2 のプレー 卜とトルクリミッタを介 して連結され

た第 3 のプレー 卜と、その第 3 のプレー 卜とその第 1 のプレー 卜との駆動伝

達経路に設けられたダンパスプリングとを含み、（c) 前記 トルクリミッタに

は、前記第 1 の慣性部材の外周側に位置する第 2 の慣性部材が設けられてい

_ とに¾ る。

発明の効果

[0008] このように構成されたダンバ装置によれば、前記 トルクリミッタには、前

記第 1 の慣性部材の外周側に位置する第 2 の慣性部材が設けられているので

、例えば前記第 1 の慣性部材を前記ダンバ装置の内側へ配置させて、その第

の慣性部材が収容されていたスペースに前記第 2 の慣性部材を配置させる

ことが可能になる。このため、前記電動機側に前記第 2 の慣性部材を追加 し

てその電動機側の慣性を増加させ、且つ、前記ダンバ装置を収容するスぺ一

スの増加を抑制させることができる。

[0009] ここで、好適には、（a) 前記 トルクリミッタは、前記第 2 のプレー トおよ

び前記第 3 のプレ一 卜の外周部をスプリングを介 して挟み且つ互いに連結さ

れた一対のカバ一プレー トを含み、（b) 前記第 2 の慣性部材は、前記一対の

カバ一プレー 卜、前記スプリング、前記第 1 の慣性部材のうちの少なくとも

1 つと径方向において重複する位置に設けられている。このため、前記第 2

の慣性部材を前記 トルクリミッタに設けても、前記ダンバ装置の軸心方向に

おけるそのダン/ 《装置のスペースの増加を好適に抑制することができる。

[001 0] また、好適には、（a) 前記第 2 の慣性部材は、前記一対のカバ一プレー ト

との間に設けられており、（b) 前記一対のカバ一プレー ト、前記第 2 の慣性

部材は、第 1締結部材により締結されている。このため、前記第 2 の慣性部



材を前記 トルクリミッタに設けても、前記ダンバ装置の軸心方向におけるそ

のダン/ 《装置のスペースの増加を好適に抑制することができる。

[001 1] また、好適には、 （a) 前記第 2 のプレー 卜の中心部には、前記第 1 のプレ

一 卜側に突き出された筒状の筒部が備えられており、 （b) 前記筒部 と前記ェ

ンジンの軸 との間には、軸受が設けられている。 このため、前記第 2 の慣性

部材を前記電動機側に追加 したことによる荷重は前記第 2 のプレー トおよび

前記軸受を介 して前記エンジンの軸に受けられ且つ芯出 しされるので、前記

電動機側の部材の強度を向上させずに比較的容易に前記第 2 の慣性部材の質

量を増加させることができる。

[001 2 ] また、好適には、 （a) 前記第 1 の慣性部材と前記第 1 のプレー 卜とは、第

2 締結部材により連結され、 （b) 前記 トルクリミッタは、前記第 2 のプレ一

卜の外周縁部 と前記第 3 のプレ一 卜の外周縁部 とを挟圧 しており、 （c) 前記

第 2 のプレー 卜には、前記第 2 締結部材を締結する締結工具の挿入穴が設け

られている。 このため、前記第 2 のプレー 卜に形成された前記揷入穴に前記

締結工具を挿入 して前記第 2 締結部材を外すことによって、前記ダンバ装置

を前記第 1 の慣性部材から取 り外すことができる。

[001 3 ] また、好適には、 （a) 前記一対のカバ一プレー 卜の前記第 1 のプレー ト側

には、そのカバ一プレー 卜の外周部に形成された前記第 2 の慣性部材と当接

する板状の第 1 板部 と、そのカバ一プレー 卜の内周部に形成された前記スプ

リングと当接する板状の第 2 板部 とが備えられており、 （b) 前記第 2 板部は

、前記第 1 板部よりも前記第 2 のプレー ト側に曲成されている。 このため、

例えば前記第 2 の慣性部材を前記 トルクリミッタから取 り外 した場合におい

て、前記一対のカバ一プレー 卜の前記第 1 のプレー ト側のカバ一プレー トを

裏返 して、そのカバ一プレー 卜の前記第 1 板部を前記一対のカバ一プレー 卜

の前記第 1 のプレー 卜側 とは反対側のカバ一プレー 卜に当接させ、その第 1

のプレー 卜側のカバ一プレー 卜の前記第 2 板部を前記スプリングに当接させ

ることができる。 これによつて、前記一対のカバ一プレー 卜の前記第 1 のプ

レ一 卜側のカバ一プレー 卜を裏返 して使用することにより、そのカバ一プレ



— 卜を前記 ダ ン' 《装置 における前記第 2 の慣性部材 の有無 の場合 に兼用す る

ことがで きる。

図面の簡単な説明

[00 14 ] [ 図 1 ] 本発 明が好適 に適用 されたハ イ プ リッ ド形 式の車両用動力伝達装置 を説

明す る概 略構成 図であ る。

[ 図 2 ] 図 1 の車両用動力伝達装置 に備 え られた ダ ンバ装置 の構成 を示 す断面 図

であ る。

[ 図3] 本発 明の他 の実施例 の ダ ンバ装置 を示 す断面 図であ り、 図 2 に対応 す る

図であ る。

[ 図 4 ] 本発 明の他 の実施例 の ダ ンバ装置 を示 す断面 図であ る。

発明を実施するための形態

[00 15 ] 以下、本発 明の実施例 を図面 を参照 しつつ詳細 に説 明す る。 なお、以下の

実施例 において図は適宜簡 略化或 いは変形 されてお り、各部 の寸法比 および

形状等 は必 ず しも正確 に描 かれていない。

実施例 1

[001 6] 図 1 は、本発 明が適用 されたハ イ プ リッ ド形 式の車両用動力伝達装置 1 0

(以 下、動力伝達装置 1 0 と記載 す る）の概 要 を説 明す るための図であ る。

図 1 に示 す よ うに、動力伝達装置 1 0 は、 エ ンジ ン 1 2 と、 エ ンジ ン 1 2 の

クラ ンク軸 （軸 ）1 4 にダ ンバ装置 1 6 を介 して連結 されている第 1 遊星歯車

装置 1 8 と、 その第 1 遊星歯車装置 1 8 に連結 されている第 1 電動機 （電動機

) M G 1 と、 第 1 遊星歯車装置 1 8 に接続 されている リダクシ ヨ ンギヤ と して

の第 2 遊星歯車装置 2 0 と、 第 2 遊星歯車装置 2 0 に動力伝達可能 に連結 さ

れている第 2 電動機 M G 2 とを、備 えている。

[001 7] 第 1 遊星歯車装置 1 8 は、 シ ングル ピニオ ン型 の遊星歯車装置 で構成 され

、 サ ンギヤ S と、 そのサ ンギヤ S と同軸心上 に配置 されて ピニオ ンギヤ

P を介 してサ ンギヤ S と嚙み合 う リングギヤ R と、 ピニオ ンギヤ P

を自転 および公転可能 に支持 す るキ ヤ リャ C A 1 とを備 えている。 そ して、

第 1 遊星歯車装置 1 8 のサ ンギヤ S が第 1 電動機 M G に連結 され、 キ ヤ



リャ C A 1 がダンバ装置 1 6 を介 してエ ンジ ン 1 2 に連結 され、 リングギヤ

R 1 が出力歯車 2 2 、減速歯車装置 2 4 、終減速機 2 6 を介 して左右の駆動

輪 2 8 に作動的に連結 されている。

[001 8] 第 2 遊星歯車装置 2 0 は、 シ ングル ピニオ ン型の遊星歯車装置で構成 され

、サ ンギヤ S 2 と、 そのサ ンギヤ S 2 と同軸心上 に配置 されて ピニオ ンギヤ

P 2 を介 してサ ンギヤ S と嚙み合 う リングギヤ R 2 と、 ピニオ ンギヤ P 2

を自転 および公転可能 に支持するキヤ リャ C A 2 とを備 えている。 そ して、

第 2 遊星歯車装置 2 0 のサ ンギヤ S 2 が第 2 電動機 M G に連結 され、 キヤ

リャ C A 2 が非 回転部材であるケース 3 0 に連結 され、 リングギヤ R が リ

ングギヤ R 1 と同様 に、 出力歯車 2 2 、減速歯車装置 2 4 、終減速機 2 6 を

介 して左右の駆動輪 2 8 に作動的に連結 されている。

[001 9] 図 2 は、 図 1 に示すダンバ装置 1 6 の構成 を詳細 に説明するための断面図

である。 ダンバ装置 1 6 は、軸心 C 1 を中心 と してエ ンジ ン 1 2 と第 1 遊星

歯車装置 1 8 すなわち第 1 電動機 M G との間に動力伝達可能 に設 け られて

いる。

[0020] ダ ンバ装置 1 6 には、 図 2 に示すように、 エ ンジ ン 1 2 の クランク軸 1 4

に連結 された円板状 の フライホイール （第 1 の慣性部材）3 2 と、 その フライ

ホイ一ル 3 に複数本のダンバ締結 ボル 卜（第 2 締結部材）3 4 によ り連結 さ

れた入力側デ ィスクプ レー ト（第 1 の プ レー 卜）3 6 と、第 1 遊星歯車装置 1

8 のキヤ リャ C A 1 に連結 された トランスアクスル入力軸 3 8 と相対回転不

能 に連結 されたパ ププ レー ト（第 2 の プ レー 卜）4 0 と、 そのハ ププ レー ト4

0 と トル ク リミッタ機構 （トル ク リミッタ）4 2 を介 して連結 された出力側デ

イスクプ レ一 卜（第 3 の プ レー 卜）4 4 と、 その出力側デ ィスクプ レー ト4 4

と入力側デ イスクプ レ一 卜3 6 との駆動伝達経路 に設 け られてそれ ら出力側

デ ィスクプ レー ト4 4 と入力側デ イスクプ レ一 卜3 6 との相対回転変位 に応

じて弾性変形 させ られ るコイル状 のダンパ スプ リング 4 6 とが備 え られてい

る。上記 ダンバ装置 1 6 では、 エ ンジ ン 1 2 か らの駆動力が、例 えば、 フラ

ィホイール 3 2 、入力側デ ィスクプ レー ト3 6 、 ダンパ スプ リング 4 6 、 出



力側デ ィスクプレー ト4 4 、 トル ク リミッタ機構 4 2 、ハ ププレー ト4 0 、

トランスアクスル入力軸 3 8 の順で伝達される構造 となっている。

[0021 ] ハ ププレー ト4 0 は、 トランスアクスル入力軸 3 8 の先端部か ら トル ク リ

ミッタ機構 4 2 に接近する方向に伸長された略円板状の部材であ り、そのハ

ププレー 卜4 0 には、そのハ ププレー 卜4 0 の中心部 4 0 a か ら一体に入力

側デ ィスクプレー 卜3 6 側すなわちクランク軸 1 4 の先端部側へ接近する方

向に筒状 に突 き出された筒部 4 0 b が形成 されている。なお、ハ ププレー ト

4 0 は、そのハ ププレー 卜4 0 の筒部 4 0 b 内に トランスアクスル入力軸 3

8 の先端部がスプライン嵌合されている。 また、 クランク軸 1 4 の先端部 に

は、嵌合穴 1 4 a が穿設されてお り、その嵌合穴 1 4 a の内周面 1 4 b とバ

ププレー 卜4 0 の筒部 4 0 b における先端部の外周面 4 0 c との間に第 1 軸

受 (軸受）4 8 が介在 されている。

[0022] トル ク リミッタ機構 4 2 は、ハ ププレー ト4 0 の外周縁部 4 0 d および出

力側デ ィスクプレー ト4 4 の外周縁部 4 4 a を皿ばね（スプ リング）5 0 を介

して挟み且つ互いに連結 された一対のカバ一プレー 卜5 2 および 5 4 と、そ

のカバ一プレー 卜5 4 とハ ププレー 卜4 0 の外周縁部 4 0 d との間や、 ノ プヽ

プ レー ト4 0 の外周縁部 4 0 d と出力側デ ィスクプレー ト4 4 の外周縁部 4

4 a との間にそれぞれ挟 まれた環状の一対の摩擦材 5 6 および 5 8 とを含ん

でいる。 また、 トル ク リミッタ機構 4 2 は、皿ばね 5 0 の付勢力によって、

ハ ププレー ト4 0 の外周縁部 4 0 d と出力側デ ィスクプレー ト4 4 の外周縁

部 4 4 a とを摩擦材 5 6 、 5 8 を介 して挟圧 してお り、出力側デ ィスクプレ

- 卜4 4 か らハ ププレー 卜4 0 に伝達される トル クが予め設定された リミッ

卜トル クを超えると、出力側デ ィスクプレー ト4 4 の外周縁部 4 4 a がハ プ

プレー ト4 0 の外周縁部 4 0 d に対する滑 りによりハ ププレー ト4 0 に過大

な トル クが伝達されるのを防止する。

[0023] トル ク リミッタ機構 4 2 には、 フライホイール 3 2 の外周側 に位置する環

状のイナ一シヤ リング（第 2 の慣性部材）6 0 が設けられている。つまり、ィ

ナ一シャ リング 6 0 が固定された トル ク リミッタ機構 4 2 は、 フライホイ一



ル 3 2 、入力側ディスクプレー ト3 6 、およびダンバ締結ボル ト3 4 等の外

側へ配置させられて、フライホイール 3 2 の外周のスペースを利用 して配置

される。

[0024] イナ一シヤリング6 0 は、一対のカバ一プレー ト5 2 および 5 4 の外周部

との間に設けられており、一対のカバ一プレー ト5 2 および 5 4 、イナ一シ

ヤリング6 0 は、イナ一シャリング締結ボル 卜（第 1締結部材）6 2 により締

結されている。なお、イナ一シヤリング6 0 は、カバ一プレー ト5 2 および

皿ばね 5 0 と径方向において重複する位置に配設されている。また、イナ一

シャリング締結ボル 卜6 2 は、 トランスァクスル側から締結されており、 卜

ランスァクスル側からの取り外 しが可能である。

[0025] 出力側ディスクプレー ト4 4 は、 トランスアクスル入力軸 3 8 の先端部の

外側からトルクリミッタ機構 4 2 に接近する方向に伸長された略円板状の部

材であり、その出力側ディスクプレー ト4 4 には、その出力側ディスクプレ

— 卜4 4 の中心部 4 4 b から一体にクランク軸 1 4 側へ接近する方向に筒状

に突き出された筒部 4 4 c が形成されている。また、入力側デイスクプレ一

卜3 6 は、その入力側ディスクプレー 卜3 6 の内周部にリベッ卜6 4 により

固定された略円板状の一対のサイ ドブレ一 卜6 6 および 6 8 を一体的に備え

ている。また、上記サイ ドプレー ト6 6 には、そのサイ ドプレー ト6 6 の中

心部 6 6 a から一体にクランク軸 1 4 側へ接近する方向に筒状に突き出され

た筒部 6 6 b が形成されており、その筒部 6 6 b の内周面 6 6 c と出力側デ

イスクプレ一 卜4 4 の筒部 4 4 c の外周面 4 4 d との間には、第 2 軸受 7 0

が介在されている。

[0026] ハププレー ト4 0 には、その中心部 4 0 a と外周縁部 4 0 d との間におい

て複数本（本実施例では 6 本）のダンバ締結ボル 卜3 4 を締結する図示 しない

締結工具を揷入するための 6 つの揷入穴4 0 e が貫通 している。なお、出力

側ディスクプレー 卜4 4 には、その中心部 4 4 b と外周縁部 4 4 a との間に

おいてハププレー 卜4 0 に形成された 6 つの揷入穴4 0 e と連通する6 つの

連通穴4 4 e が形成されている。



[0027] 以上のように構成されたダンバ装置 1 6 では、ハププレー ト4 0 に形成さ

れた揷入穴4 0 e に トランスアクスル側から前記締結工具を揷入 してダンバ

締結ボル ト3 4 を外すことによって、フライホイール 3 2 からダンバ装置 1

6 を取り外すことができる。また、 トルクリミッタ機構 4 2 において、出力

側デイスクプレ一 卜4 4 の外周縁部 4 4 a がハププレー ト4 0 の外周縁部 4

0 d に対 して滑り連通穴4 4 e に対する揷入穴4 0 e の位相が変わってダン

ノ《締結ボル 卜3 4 を取り外すことができない場合には、イナ一シャリング締

結ボル 卜6 2 を緩めて出力側デイスクプレ一 卜4 4 とハププレー ト4 0 とを

相対回転可能とし、その出力側ディスクプレー ト4 4 の連通穴4 4 e とハプ

プレー ト4 0 の揷入穴4 0 e との位置を合わせることができるので、上述の

ようにフライホイール 3 2 からダンバ装置 1 6 を取り外すことができる。

[0028] また、ダンバ装置 1 6 では、イナ一シヤリング6 0 が トルクリミッタ機構

4 2 に設けられたすなわちイナ一シャリング6 0 が電動機M G 側に設けら

れたことによって、図 2 に示すように、イナ一シヤリング6 0 に実線で示さ

れる矢印の方向の力 F すなわちアンバランス荷重 F が作用 し、 トルクリ

ミッタ機構 4 2 に破線で示される矢印の方向の力 F 2 すなわち偏芯荷重 F 2

が作用する。ダンバ装置 1 6 では、例えば、上記アンバランス荷重 F を出

力側ディスクプレー ト4 4 、第 2 軸受 7 0 を介 してエンジン 1 2 側へ入力さ

せ、上記偏芯荷重 F 2 をハププレー ト4 0 、第 1軸受4 8 を介 してエンジン

2 側へ入力させているので、イナ一シャリング6 0 が電動機M G 側へ設

けられることによる トランスアクスル入力軸 3 8 への荷重の過大入力が好適

に抑制される。

[0029] 上述のように、本実施例のダンバ装置 1 6 によれば、 トルクリミッタ4 2

には、フライホイール 3 2 の外周側に位置するイナ一シヤリング6 0 が設け

られているので、例えばフライホイール 3 2 をダンバ装置 1 6 の内側へ配置

させて、そのフライホイール 3 2 等が収容されていたスペースにイナ一シャ

リング6 0 を配置させることが可能になる。このため、電動機M G 1側にィ

ナ一シャリング6 0 を追加 してその電動機M G 側の慣性を増加させ、且つ



、 ダンバ装置 1 6 を収容するスペースの増加を抑制 させることができる。 ま

た、イナ一シャ リング 6 0 がフライホイール 3 2 の外周側 に配置されること

によって、イナ一シヤ リング 6 0 の質量を好適に増加させ易 く、電動機 M G

側の慣性 を増加させ易い。

[0030] また、本実施例のダンバ装置 1 6 によれば、 トル ク リミッタ機構 4 2 は、

ハ ププレー ト4 0 の外周縁部 4 0 d および出力側デ イスクプレ一 卜4 4 の外

周縁部 4 4 a を皿ばね 5 0 を介 して挟み且つ互いに連結 された一対のカバ一

プレー ト5 2 および 5 4 を含み、イナ一シヤ リング 6 0 は、 カバ一プレー ト

5 2 および皿ばね 5 0 と径方向において重複する位置に設けられている。 こ

のため、イナ一シヤ リング 6 0 を トル ク リミッタ機構 4 2 に設けても、 ダン

パ装置 1 6 の軸心 C 1 方向におけるそのダンバ装置 1 6 のスペースの増加を

好適に抑制することができる。

[0031 ] また、本実施例のダンバ装置 1 6 によれば、イナ一シヤ リング 6 0 は、一

対のカバ一プレー 卜5 2 および 5 4 との間に設けられてお り、一対のカバ一

プレー ト5 2 および 5 4 、 イナ一シヤ リング 6 0 は、イナ一シヤ リング締結

ボル ト6 2 により締結 されている。 このため、イナ一シヤ リング 6 0 を トル

ク リミッタ機構 4 2 に設けても、 ダンバ装置 1 6 の軸心 C 1 方向におけるそ

のダン/ 《装置 1 6 のスペースの増加を好適に抑制することができる。

[0032] また、本実施例のダンバ装置 1 6 によれば、ハ ププレー ト4 0 の中心部 4

0 a には、入力側デ イスクプレ一 卜3 6 側 に突 き出された筒状の筒部 4 0 b

が備え られてお り、そのハ ププレー ト4 0 の筒部 4 0 b とエンジン 1 2 のク

ランク軸 1 4 との間には、第 1 軸受 4 8 が設けられている。 このため、イナ

—シャ リング 6 0 を電動機 M G 側 に追加 したことによる偏芯荷重 F 2 はハ

ププレー 卜4 0 および第 1 軸受 4 8 を介 してエンジン 1 2 のクランク軸 1 4

に受けられ且つ芯出 しされるので、電動機 M G 側の部材の強度 を向上させ

ずに比較的容易にイナ一シャ リング 6 0 の質量を増加させることができる。

[0033] また、本実施例のダンバ装置 1 6 によれば、 フライホイール 3 2 と入力側

デ ィスクプレー ト3 6 とは、複数本のダンバ締結ボル 卜3 4 により連結 され



、 トルクリミッタ機構 4 2 は、ハププレー ト4 0 の外周縁部 4 0 d と出力側

ディスクプレー ト4 4 の外周縁部 4 4 a とを挟圧 しており、ハププレー ト4

0 には、ダンバ締結ボル 卜3 4 を締結する締結工具の揷入穴4 0 e が設けら

れている。このため、ハププレー ト4 0 に形成された揷入穴4 0 e に締結ェ

具を揷入 して複数本のダンバ締結ボル 卜3 4 を外すことによって、ダンバ装

置 1 6 をフライホイール 3 2 から取り外すことができる。

[0034] 次に、本発明の他の実施例を説明する。なお、以下の説明において実施例

相互間で共通する部分には同一の符号を付 して説明を省略する。

実施例 2

[0035] 本実施例のダンバ装置 8 0 は、図 3 に示すように、前述 した実施例 1 のダ

ンパ装置 1 6 のイナ一シャリング6 0 より質量が大きいイナ一シャリング8

2 が トルクリミッタ機構 4 2 に設けられている点で相違 し、それ以外は略同

様に構成されている。

[0036] イナ一シヤリング8 2 は、環状に形成されており、フライホイール 3 2 の

外周側に配置されている。つまり、イナ一シヤリング8 2 が固定された トル

クリミッタ機構 4 2 は、フライホイール 3 2 、入力側ディスクプレー ト3 6

、およびダンバ締結ボル ト3 4 等の外側へ配置させられて、フライホイール

3 2 の外周のスペースを利用 して配置される。なお、イナ一シヤリング8 2

は、カバ一プレー 卜5 2 およびフライホイール 3 と径方向において重複す

る位置に配設されている。

[0037] 以上のように構成されたダンバ装置 8 0 によれば、実施例 1 のイナ一シャ

リング6 0 より質量が大きく、電動機M G 側の慣性を比較的大きく設定可

能なイナ一シヤリング8 2 が設けられているので、例えば3 気筒、 2 気筒等

のエンジン 1 2 による強制力が大きい場合にダンバ装置 8 0 を好適に適用す

ることができる。

実施例 3

[0038] 本実施例のダンバ装置 8 4 は、図4 の右図に示すように、前述 した実施例

のダンバ装置 1 6 のイナ一シャリング6 0 (図4 の左図参照）が取り付けら



れていない点で相違 し、それ以外は略同様 に構成 されている。

[0039] 図 4 の左図に示すように、前述の実施例 1 の一対のカバ一プレー ト5 2 お

よび 5 4 の入力側デ イスクプレ一 卜3 6 側の環状のカバ一プレー ト5 2 には

、そのカバ一プレー 卜5 2 の外周部 に形成 されたイナ一シャ リング 6 0 と当

接する板状の第 1 板部 5 2 a と、そのカバ一プレー 卜5 2 の内周部 に形成 さ

れた皿ばね 5 0 と当接する板状の第 2 板部 5 2 b とが一体に備え られてお り

、第 2 板部 5 2 b がイナ一シャ リング締結ボル 卜6 2 の軸心 C 2 方向におい

て第 1 板部 5 2 a よ りもハ ププレー ト4 0 側 に曲成 されている。

[0040] 本実施例のダンバ装置 8 4 では、図 4 の右図に示すように、上記カバ一プ

レ一 卜5 2 を裏返 して、そのカバ一プレー 卜5 2 の第 1 板部 5 2 a をカバ一

プレー ト5 4 の外周部 5 4 a に当接 させ、且つ、 カバ一プレー ト5 2 の第 2

板部 5 2 b を皿ばね 5 0 に当接 させた状態で、イナ一シャ リング締結ボル 卜

6 2 により一対のカバ一プレー ト5 2 および 5 4 を連結 している。なお、 力

バ一プレー 卜5 2 は、その第 1 板部 5 2 a を実施例 1 のようにイナ一シャ リ

ング 6 0 に当接 させる場合や本実施例のようにカバ一プレー 卜5 4 の外周部

5 4 a に当接 させる場合において、その第 2 板部 5 2 b の皿ばね 5 0 に当接

する位置が変わ らないように曲成 されている。 また、前述の実施例 2 のダン

パ装置 8 0 では、イナ一シャ リング 8 2 を トル ク リミッタ機構 4 2 に取 り付

ける際に、本実施例のダンバ装置 8 4 のようにカバ一プレー 卜5 2 を裏返 し

て使用 している。

[0041 ] 上述のように、本実施例のダンバ装置 8 4 によれば、 カバ一プレー ト5 2

には、そのカバ一プレー 卜5 2 の外周部 に形成 されたイナ一シャ リング 6 0

と当接する板状の第 1 板部 5 2 a と、そのカバ一プレー 卜5 2 の内周部 に形

成 された皿ばね 5 0 と当接する板状の第 2 板部 5 2 b とが一体に備え られて

お り、その第 2 板部 5 2 b は、第 1 板部 5 2 a よ りもハ ププレー ト4 0 側 に

曲成 されている。 このため、例えばイナ一シヤ リング 6 0 を トル ク リミッタ

機構 4 2 か ら取 り外 した場合において、 カバ一プレー ト5 2 を裏返 して、そ

のカバ一プレー 卜5 2 の第 1 板部 5 2 a をカバ一プレー 卜5 4 の外周部 5 4



a に当接させ、カバ一プレー 卜5 2 の第 2 板部 5 2 b を皿ばね 5 0 に当接さ

せることができる。これによつて、カバ一プレー ト5 2 を裏返 して使用する

ことにより、そのカバ一プレー ト5 2 をダンバ装置 1 6 およびダンバ装置 8

4 におけるイナ一シャリング6 0 の有無の場合に兼用することができる。

[0042] 以上、本発明の実施例を図面に基づいて詳細に説明したが、本発明はその

他の態様においても適用される。

[0043] 本実施例において、実施例 1 のダン/《装置 1 6 では、イナ一シャリング6

0 はカバ一プレー 卜5 2 および皿ばね 5 0 と径方向において重複する位置に

設けられ、実施例 2 のダンバ装置 8 0 では、イナ一シヤリング8 2 はカバ一

プレー 卜5 2 およびフライホイール 3 と径方向において重複する位置に設

けられたが、イナ一シヤリング6 0 、 8 2 は、例えば、一対のカバ一プレー

卜5 2 および 5 4 、皿ばね 5 0 、フライホイール 3 2 のうち少なくとも 1つ

と径方向において重複する位置に設けられていても良い。

[0044] また、本実施例では、フライホイール 3 2 の最外径A は、イナ一シャリン

グ6 0 、 8 2 よりも半径方向内側に配置されていたが、例えば、フライホイ

—ル 3 2 の最外径A を トルクリミッタ機構4 2 よりも半径方向内側に配置 し

ても良い。

[0045] なお、上述 したのはあくまでも一実施形態であり、本発明は当業者の知識

に基づいて種々の変更、改良を加えた態様で実施することができる。

符号の説明

[0046] ：エンジン

1 4 ：クランク軸（軸）

1 6 、 8 0 、 8 4 : ダンバ装置

3 2 ：フライホイール（第 1 の慣性部材）

3 4 ：ダンバ締結ボル ト（第2締結部材）

3 6 ：入力側ディスクプレー ト（第 1のプレー 卜）

4 0 ：ハププレ一 卜（第 2 のプレ一 卜）

4 0 a : 中心部



b ：筒部

d ：外周縁部

e ：揷入穴

：トル ク リミッタ機構 （トル ク リミッタ）

：出力側デ ィスクプ レー ト（第 3 の プ レー ト）

a : 外周縁部

：ダンパスプ リング

：第 1 軸受 (軸受）

：皿 ばね （スプ リング）

、 5 4 ：_ 対のカバ一プ レー ト

a ：第 1 板部

b : 第 2 板部

、 8 2 : イナ一シャ リング（第 2 の慣性部材）

：ィナ一シャ リング締結ボル 卜（第 1 締結部材 )

：第 1 電動機 (電動機）



請求の範囲

[ 請求項 1] エ ンジンと電動機 とを備 え、該エ ンジンと電動機 との駆動伝達経路

に配置 されるダンパ装置であ って、

前記 ダンバ装置は、前記エ ンジンの軸 と連結 された第 1 の慣性部材

と、該第 1 の慣性部材 に連結 された第 1 の プ レー 卜と、前記電動機 に

連結 された第 2 の プ レー 卜と、前記第 1 の プ レー 卜と相対回転可能 に

設 け られた該第 2 の プ レー 卜と トル ク リミッタを介 して連結 された第

3 の プ レー 卜と、該第 3 の プ レー 卜と該第 1 の プ レー 卜との駆動伝達

経路 に設 け られたダンパスプ リングとを含み、

前記 トル ク リミッタには、前記第 1 の慣性部材の外周側 に位置する

第 2 の慣性部材が設 け られていることを特徴 とするダンバ装置。

[ 請求項2] 前記 トル ク リミッタは、前記第 2 の プ レー トおよび前記第 3 の プ レ

- 卜の外周部 をスプ リングを介 して挟み且つ互いに連結 された一対の

カバ一プ レー 卜を含み、

前記第 2 の慣性部材は、前記一対のカバ一プ レ一 卜、前記スプ リン

グ、前記第 1 の慣性部材の うちの少な くとも 1 つ と径方向において重

複する位置 に設 け られている請求項 1 のダン/ 《装置。

[ 請求項3] 前記第 2 の慣性部材は、前記一対のカバ一プ レー 卜との間に設 け ら

れてお り、

前記一対のカバープ レー ト、前記第 2 の慣性部材は、第 1 締結部材

によ り締結 されている請求項 2 のダンバ装置。

[ 請求項4] 前記第 2 の プ レー トの中心部 には、前記第 1 の プ レー ト側 に突 き出

された筒状の筒部が備 え られてお り、

前記筒部 と前記エ ンジンの軸 との間には、軸受が設 け られている請

求項 1 乃至 3 のいずれか 1 のダンバ装置。

[ 請求項 5] 前記第 1 の慣性部材 と前記第 1 の プ レー 卜とは、第 2 締結部材 によ

り連結 され、

前記 トル ク リミッタは、前記第 2 の プ レ一 卜の外周縁部 と前記第 3



のプ レー 卜の外周縁部 とを挟圧 してお り、

前記第 2 の プ レー 卜には、前記第 2 締結部材 を締結する締結工具の

揷入穴が設 け られている請求項 1 乃至 4 のいずれか 1 のダンバ装置。

[ 請求項 6] 前記一対のカバ一プ レー 卜の前記第 1 の プ レー 卜側 には、該 カバ一

プ レー 卜の外周部 に形成 された前記第 2 の慣性部材 と当接する板状の

第 1 板部 と、該 カバ一プ レー 卜の内周部 に形成 された前記スプ リング

と当接する板状の第 2 板部 とが備 え られてお り、

前記第 2 板部 は、前記第 1 板部 よ りも前記第 2 の プ レー 卜側 に曲成

されている請求項 2 のダン/ 《装置。
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